
１．認定者数

（人）

計画値 実績値 差異

48,146 48,342 0.4%

前期高齢者 22,322 22,431 0.5%

後期高齢者 25,824 25,911 0.3%

9,763 9,940 1.8%

前期高齢者 1,051 944 -10.2%

後期高齢者 8,712 8,996 3.3%

20.3% 20.6% 0.3%

前期高齢者 4.7% 4.2% -0.5%

後期高齢者 33.7% 34.7% 1.0%

２．受給者数

（人）

計画値 実績値 差異

訪問介護 7,650 6,884 -10.0%

訪問入浴介護 1,428 1,177 -17.6%

訪問看護 1,050 959 -8.7%

訪問リハビリテーション 924 1,096 18.6%

居宅療養管理指導 1,020 1,263 23.8%

通所介護 9,630 8,202 -14.8%

通所リハビリテーション 3,594 2,893 -19.5%

短期入所生活介護 5,448 7,116 30.6%

短期入所療養介護（老健） 258 158 -38.8%

福祉用具貸与 17,616 16,610 -5.7%

特定施設入居者生活介護 1,662 1,511 -9.1%

定期巡回・随時対応型 0 136 -

認知症対応型通所介護 606 359 -40.8%

小規模多機能型居宅介護 2,388 1,597 -33.1%

認知症対応型共同生活介護 3,402 3,228 -5.1%

地域密着型特定施設入居者生活介護 726 691 -4.8%

地域密着型介護老人福祉施設 348 213 -38.8%

看護小規模多機能型居宅介護 696 222 -68.1%

地域密着型通所介護 5,286 3,089 -41.6%

介護老人福祉施設 7,218 7,153 -0.9%

介護老人保健施設 4,044 4,122 1.9%

33,540 28,347 -15.5%
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居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

介護予防支援・居宅介護支援

サービス名

高齢者数

年齢階級

要介護認定者数

年齢階級

要介護認定率

年齢階級



３．給付費

（円）

計画値 実績値 差異

訪問介護 673,501,000 605,494,280 -10.1%

訪問入浴介護 68,894,000 61,502,850 -10.7%

訪問看護 43,115,000 40,117,749 -7.0%

訪問リハビリテーション 28,008,000 31,963,707 14.1%

居宅療養管理指導 7,032,500 6,742,256 -4.1%

通所介護 676,802,000 525,786,440 -22.3%

通所リハビリテーション 139,694,000 118,126,533 -15.4%

短期入所生活介護 1,212,418,500 1,153,595,957 -4.9%

短期入所療養介護（老健） 22,811,500 17,598,362 -22.9%

福祉用具貸与 200,087,500 187,500,517 -6.3%

特定施設入居者生活介護 250,579,000 260,657,099 4.0%

定期巡回・随時対応型 0 20,809,640 0.0%

認知症対応型通所介護 60,382,000 42,627,087 -29.4%

小規模多機能型居宅介護 290,861,500 264,686,295 -9.0%

認知症対応型共同生活介護 793,743,000 810,948,882 2.2%

地域密着型特定施設入居者生活介護 141,344,500 135,369,851 -4.2%

地域密着型介護老人福祉施設 92,936,500 57,027,384 -38.6%

看護小規模多機能型居宅介護 133,354,500 62,376,266 -53.2%

地域密着型通所介護 331,346,000 191,181,558 -42.3%

介護老人福祉施設 1,792,581,500 1,853,435,516 3.4%

介護老人保健施設 1,088,409,000 1,127,445,330 3.6%

448,627,500 397,495,772 -11.4%

４．差異が生じている主な要因等について

地域密着型サービス

施設サービス

介護予防支援・居宅介護支援

サービス名

居宅サービス

①認定者数
（状況）
    高齢者数、認定者数とも実績値が計画値を上回っている。
  　高齢者数は、前期高齢者・後期高齢者共に計画値より増加しているが、認定者数は、前期高齢者が10.2％減少し、後期高齢者は3.3％増加
　している。
（要因）
 　 認定者数が増加した要因としては、認定者の約１割である前期高齢者の認定率が0.5％低下しているのに対し、約９割を占める後期高齢者
　の認定率が約1％上昇したことが一因になっていると考えられる。
　　前期高齢者の認定者数が計画値より減少した要因としては、総合事業のサービス利用や介護予防事業への参加により、心身の状態の安定
　を維持していることなどが考えられる。また、後期高齢者の認定者数の増加については、認定率の高い85歳～89歳の高齢者数の増加が要因
　になっていると考えられる。
 
②受給者数・給付費
（状況）
    居宅サービス…通所介護、通所リハが計画値を大きく下回っている。
    地域密着型サービス…認知症対応型通所介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護が計画値を大きく下回っている。
    施設サービス…概ね計画どおりに推移している。
（要因）
    居宅サービス…通所介護の減少は、新型コロナウイルス感染予防による利用控えが一因と考えられる。
    地域密着型サービス…下回っているサービスは、公募による整備が目標としていた計画値に達しなかったことによる影響と考えられる。
　　　　　　　　　　　　また、新型コロナウイルス感染予防による利用控えが一因と考えられる。地域密着型通所介護については、事業所
　　　　　　　　　　　　の廃止も要因の一つと考えられる。施設サービス…計画どおりの整備が進んでいる。


